
横浜市建築物不燃化推進事業補助金　事前相談票
	提出日　　令和 　　年 　　月　　 日

	申請予定者
	〒　　　-
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　    　　 電  話　　 

	代理人予定者
	〒　　　-
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　    　　 電  話　　

	申請地
	地番　　　　　　　　区　
住居表示　　〟　　　区　

	
	□補助対象地域内にある （□重点対策地域（補助率3/4）、 □対策地域（補助率2/3））
地域まちづくりプラン等　□あり　□なし

	相談内容
	□老朽建築物等除却工事　（　　　　棟）　

	
	□耐火性能強化工事（新築）（２階建以下　　　　棟　※３階建は対象外）　

	要件の確認
	□補助対象判定フローにて確認済（必ず担当者と一緒にご確認ください。）

	権利関係
	除却
	建物
所有者
	氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者との続柄：

	
	
	
	□登記済　　□未登記（権利関係を示す書類：□課税台帳　□売買契約書）

	
	
	
	□関係権利者承諾書の提出が必要

	
	
	
	(備考)
□当該建物の現在状況（ 利用中 ・ 空家 ）※空家とは、概ね1年以上当該建物で生活形態がない場合

	
	新築
	建築主
	氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者との続柄：

	
	
	
	□関係権利者承諾書の提出が必要

	
	
	
	(備考)

	
	[bookmark: _GoBack]土地の
所有者
	氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者との続柄：

	
	
	□登記済　　□未登記（権利関係を示す書類：□課税台帳　□売買契約書）

	
	
	□関係権利者承諾書の提出が必要

	
	
	(備考)

	スケジュール
（予定）
	申請時期：　　　　　　　契約時期：　　　　　　　確認申請の時期：
工事の着工時期：　　　　　　　　除却工事の完了時期：　　　　　　　　

	前面
道路の種別
	□法第42条第１項道路　
□法第42条第２項道路　
□狭あい道路の「整備促進路線」（建築防災課にて助成制度あり、要協議）
□「整備促進路線」以外の境界が確定している公道（建築防災課にて助成制度あり、要協議）□どちらか
確認中

境界の確定：　□道路台帳図情報にて区域線図を確認済　□土木事務所に確認済
□上記以外の２項道路
□法第43条第２項の規定による許可・認可を要する道路状空地
□未判定

	他の
補助との併用
	除却
	□なし
□あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	新築
	□なし
□あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





（職員記入欄）
	除却
	新築
	担当

	棟
	棟
	



備考欄
	除却の
申請の
場合
	建築年月の根拠資料
	□建物全部事項証明書　□課税台帳
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	延べ面積の根拠資料
	□建物全部事項証明書　□課税台帳
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	日付・担当者名
	内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



